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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第23期
第３四半期
累計期間

第24期
第３四半期
累計期間

第23期

会計期間

自平成27年
　２月１日
至平成27年
　10月31日

自平成28年
　２月１日
至平成28年
　10月31日

自平成27年
　２月１日
至平成28年
　１月31日

売上高 （千円） 7,290,150 8,080,593 10,068,512

経常利益 （千円） 370,673 291,047 539,750

四半期（当期）純利益 （千円） 216,972 153,158 259,890

持分法を適用した場合の投資利益 （千円） － － －

資本金 （千円） 291,647 291,647 291,647

発行済株式総数 （株） 823,000 2,469,000 2,469,000

純資産額 （千円） 1,428,891 1,583,637 1,468,959

総資産額 （千円） 4,880,888 5,427,247 4,913,780

１株当たり四半期（当期）純利益

金額
（円） 89.15 62.93 106.78

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額
（円） － － －

１株当たり配当額 （円） － － 14.00

自己資本比率 （％） 29.3 29.2 29.9

営業活動によるキャッシュ・フ

ロー
（千円） 471,524 78,872 834,311

投資活動によるキャッシュ・フ

ロー
（千円） △407,500 △759,484 △640,525

財務活動によるキャッシュ・フ

ロー
（千円） 66,463 614,660 △195,876

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高
（千円） 804,786 606,257 672,208

 

EDINET提出書類

株式会社丸千代山岡家(E03470)

四半期報告書

 2/17



 

回次
第23期
第３四半期
会計期間

第24期
第３四半期
会計期間

会計期間

自平成27年
　８月１日
至平成27年
　10月31日

自平成28年
　８月１日
至平成28年
　10月31日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 51.04 23.90

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度にかかる主要な経営指標等の推移につ

いては記載しておりません。

２．売上高には消費税等は含まれておりません。

３．持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社がないため、記載しておりません。

４．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため、記載してお

りません。

５．四半期財務諸表等規則第４条の２第３項により、四半期キャッシュ・フロー計算書を作成しております。

６．当社は、平成27年９月28日開催の取締役会決議に基づき、平成27年11月１日付で普通株式１株につき３株の

株式分割を行っております。そのため、前事業年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定して１株当たり

四半期（当期）純利益金額を算定しております。

２【事業の内容】

　当第３四半期累計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第３四半期累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

　また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

２【経営上の重要な契約等】

　当第３四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日現在において当社が判断したものであります。

(1) 業績の状況

　当第３四半期累計期間におけるわが国経済は、雇用情勢には改善傾向が続いているものの、円高に伴う企業収益

の停滞感などもあり個人消費は伸び悩んでおります。一方で、中国を始めとする新興国の景気減速や英国の欧州連

合からの離脱決定に伴い、金融・資本市場への影響が懸念されるなど、景気の先行きは依然として不透明な状況の

まま推移しております。

　外食産業におきましては、消費嗜好の多様化による動態変化や業種・業態を超えた顧客の獲得競争も激しさを増

しております。さらに労働需給逼迫による人件費や求人費用の上昇も継続しており、経営環境は依然として厳しい

状況が推移しております。

　このような状況下、当社では「One Team with New Mission～新たな使命のもと、一丸となって実現していこ

う～」という会社方針のもと、当第３四半期累計期間におきましては既存店の営業力強化を最優先課題としつつ

も、新規顧客を獲得するため、積極的な店舗展開に力を入れ、様々な施策に取り組んでまいりました。

　売上高につきましては、お客様に選んでいただける店舗作りを目的として、期間限定メニューの定期的実施、モ

バイルコンテンツを使用した販売促進策やSNSを利用した新店オープンや新商品販売のご案内等のブランディン

グ、そしてＱＳＣ（商品の品質、サービス、清潔さ）の更なる向上等に取り組んでおります。さらに、無料引換券

（サービス券）を中心とした固定客獲得の施策等により売上計画の達成に向け、営業力強化に努めております。

　コスト面につきましては、需給バランスに伴う原材料価格の変動も見られるため、引き続き厳格なロス管理を

行っております。人件費につきましては、適切なワークスケジュール管理を行っております。またエネルギーコス

トにつきましては、電気とガスのバランスを考慮し一部電気設備からガス設備への入替を積極的に実施しておりま

す。その他の店舗管理コストにつきましても、引き続き徹底した効率化を図っております。

　なお、当第３四半期会計期間は群馬県に１店舗、愛知県に１店舗の出店を行い、当第３四半期会計期間末の店舗

数は147店舗となりました。

　その結果、当第３四半期累計期間の売上高は8,080,593千円（前年同期比10.8％増）、経常利益は291,047千円

（前年同期比21.5％減）となり、四半期純利益は153,158千円（前年同期比29.4％減）となりました。

(2) キャッシュ・フローの状況

　当第３四半期会計期間末における現金及び現金同等物は、前事業年度末と比較して65,951千円減少し、606,257

千円となりました。

　当第３四半期累計期間におけるキャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　当第３四半期累計期間において営業活動により得られた資金は、78,872千円（前年同期は471,524千円の収入）

となりました。これは主に、税引前四半期純利益284,248千円及び減価償却費が283,944千円に対して、法人税等の

支払額が364,613千円となったことなどによるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　当第３四半期累計期間において投資活動の結果使用した資金は、759,484千円（前年同期は407,500千円の支出）

となりました。これは主に、定期預金の預入による支出が60,000千円、有形固定資産の取得による支出が675,162

千円あったことなどによるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　当第３四半期累計期間において財務活動により得られた資金は、614,660千円（前年同期は66,463千円の収入）

となりました。これは主に、長期借入金の返済による支出が667,510千円に対して、短期借入金の純増加額が

105,000千円、新規の長期借入れによる収入が1,050,000千円、新規の社債の発行による収入が196,982千円あった

ことなどによるものであります。

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第３四半期累計期間において、当社が対処すべき課題について、重要な変更はありません。

(4) 研究開発活動

　該当事項はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 9,876,000

計 9,876,000

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末現
在発行数（株）
(平成28年10月31日)

提出日現在発行数（株）
(平成28年12月15日)

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 2,469,000 2,469,000

東京証券取引所

ＪＡＳＤＡＱ

（スタンダード）

単元株式数

100株

計 2,469,000 2,469,000 － －

　（注）発行済株式は、すべて完全議決権株式であり、権利内容に何ら限定のない当社における標準となる株式でありま

す。

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成28年８月１日～

平成28年10月31日
－ 2,469,000 － 291,647 － 272,747

 

（６）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

　当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日（平成28年７月31日）に基づく株主名簿による記載をしております。

①【発行済株式】

平成28年10月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式　35,200 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 2,433,200 24,332

権利内容に何ら限定の

ない当社における標準

の株式

単元未満株式 普通株式　　 600 － －

発行済株式総数 2,469,000 － －

総株主の議決権 － 24,332 －

（注）「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式23株が含まれております。

②【自己株式等】

平成28年10月31日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有

株式数（株）

他人名義所有

株式数（株）

所有株式数の

合計（株）

発行済株式総数に

対する所有株式数の

割合（％）

株式会社丸千代山岡家
札幌市東区東雁来７

条１丁目４番32号
35,200 － 35,200 1.43

計 － 35,200 － 35,200 1.43

 

２【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動は、次のとおりであります。

退任役員

役名 職名 氏名 退任年月日

監査役 － 田中　東洋治 平成28年９月30日
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第４【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について
　当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第63

号。以下「四半期財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、四半期財務諸表等規則第４条の２第３項により、四半期キャッシュ・フロー計算書を作成しております。

 

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期会計期間（平成28年８月１日から平成28

年10月31日まで）及び第３四半期累計期間（平成28年２月１日から平成28年10月31日まで）に係る四半期財務諸表に

ついて、清明監査法人による四半期レビューを受けております。

３．四半期連結財務諸表について
　当社は子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。
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１【四半期財務諸表】

（１）【四半期貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前事業年度

(平成28年１月31日)
当第３四半期会計期間
(平成28年10月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 748,214 732,263

売掛金 822 1,217

店舗食材 268,484 267,873

貯蔵品 21,198 24,994

前払費用 95,485 107,542

繰延税金資産 51,247 51,247

その他 15,206 16,886

流動資産合計 1,200,658 1,202,023

固定資産   

有形固定資産   

建物（純額） 1,967,502 2,222,360

構築物（純額） 279,761 435,595

土地 364,495 369,453

建設仮勘定 68,414 58,444

その他（純額） 126,533 193,917

有形固定資産合計 2,806,707 3,279,770

無形固定資産   

その他 14,922 9,286

無形固定資産合計 14,922 9,286

投資その他の資産   

投資有価証券 31,711 26,243

敷金及び保証金 588,870 597,054

保険積立金 122,918 142,139

繰延税金資産 53,100 55,061

その他 94,890 115,666

投資その他の資産合計 891,491 936,166

固定資産合計 3,713,122 4,225,223

資産合計 4,913,780 5,427,247
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  （単位：千円）

 
前事業年度

(平成28年１月31日)
当第３四半期会計期間
(平成28年10月31日)

負債の部   

流動負債   

買掛金 249,621 271,684

短期借入金 20,000 125,000

1年内返済予定の長期借入金 736,512 707,108

1年内償還予定の社債 30,000 30,000

未払金 613,694 582,695

未払法人税等 238,053 7,953

リース債務 13,741 4,807

販売促進引当金 38,900 42,700

その他 120,771 63,717

流動負債合計 2,061,295 1,835,666

固定負債   

長期借入金 961,774 1,373,668

社債 375,000 560,000

リース債務 3,600 8,440

資産除去債務 2,387 2,834

その他 40,763 63,000

固定負債合計 1,383,525 2,007,943

負債合計 3,444,820 3,843,609

純資産の部   

株主資本   

資本金 291,647 291,647

資本剰余金 272,747 272,747

利益剰余金 921,218 1,040,304

自己株式 △17,701 △17,701

株主資本合計 1,467,911 1,586,996

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 1,048 △3,359

評価・換算差額等合計 1,048 △3,359

純資産合計 1,468,959 1,583,637

負債純資産合計 4,913,780 5,427,247
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（２）【四半期損益計算書】

【第３四半期累計期間】

  （単位：千円）

 
前第３四半期累計期間
(自　平成27年２月１日
　至　平成27年10月31日)

当第３四半期累計期間
(自　平成28年２月１日
　至　平成28年10月31日)

売上高 7,290,150 8,080,593

売上原価 1,832,173 2,058,380

売上総利益 5,457,976 6,022,212

販売費及び一般管理費 ※ 5,102,165 ※ 5,741,927

営業利益 355,810 280,285

営業外収益   

受取利息 2,692 3,002

受取保険料 5,256 3,076

受取賃貸料 12,508 9,798

受取手数料 20,492 23,067

その他 6,466 4,307

営業外収益合計 47,416 43,251

営業外費用   

支払利息 26,452 27,067

社債発行費 2,413 3,017

その他 3,688 2,405

営業外費用合計 32,554 32,489

経常利益 370,673 291,047

特別損失   

固定資産除却損 1,127 6,799

特別損失合計 1,127 6,799

税引前四半期純利益 369,546 284,248

法人税等 152,574 131,089

四半期純利益 216,972 153,158
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（３）【四半期キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：千円）

 
前第３四半期累計期間
(自　平成27年２月１日
　至　平成27年10月31日)

当第３四半期累計期間
(自　平成28年２月１日
　至　平成28年10月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税引前四半期純利益 369,546 284,248

減価償却費 263,951 283,944

受取利息及び受取配当金 △3,086 △3,416

販売促進引当金の増減額（△は減少） 4,200 3,800

支払利息 26,452 27,067

社債発行費 2,413 3,017

固定資産除売却損益（△は益） 1,127 6,799

売上債権の増減額（△は増加） － △394

たな卸資産の増減額（△は増加） △22,848 △3,185

その他の流動資産の増減額（△は増加） △885 △6,427

長期前払費用の増減額（△は増加） 5,113 △21,281

仕入債務の増減額（△は減少） 41,932 22,062

その他の流動負債の増減額（△は減少） △40,648 △123,948

その他の固定負債の増減額（△は減少） △853 △3,853

小計 646,413 468,431

利息及び配当金の受取額 3,086 3,416

利息の支払額 △27,825 △28,361

法人税等の支払額 △150,151 △364,613

営業活動によるキャッシュ・フロー 471,524 78,872

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △27,000 △60,000

定期預金の払戻による収入 － 10,000

有形固定資産の取得による支出 △355,482 △675,162

無形固定資産の取得による支出 △528 △670

投資有価証券の取得による支出 △901 △900

その他 △23,588 △32,751

投資活動によるキャッシュ・フロー △407,500 △759,484

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） 50,000 105,000

長期借入れによる収入 650,000 1,050,000

長期借入金の返済による支出 △714,601 △667,510

社債の発行による収入 147,586 196,982

社債の償還による支出 △15,000 △15,000

割賦債務の返済による支出 △3,770 △7,810

リース債務の返済による支出 △31,187 △13,134

配当金の支払額 △16,413 △33,867

自己株式の取得による支出 △151 －

財務活動によるキャッシュ・フロー 66,463 614,660

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 130,487 △65,951

現金及び現金同等物の期首残高 674,299 672,208

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※ 804,786 ※ 606,257
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【注記事項】

（会計方針の変更）

　　（平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用）

　法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」（実務対

応報告第32号 平成28年６月17日）を適用し、平成28年４月１日以後に取得した建物附属設備及び構築物につい

て、改正後の法人税法に規定する減価償却の方法（定期借地権契約上の店舗の建物附属設備及び構築物につい

て、その耐用年数が定期借地権契約期間を超えている場合を除く）に変更しております。

　なお、この変更による損益に与える影響は軽微であります。

（四半期財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

　（税金費用の計算）

　税金費用については、四半期会計期間を含む事業年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税

率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。また、見積実効税率

を使用できない場合は、税引前四半期純利益に一時差異に該当しない重要な差異を加減した上で、法定実効税率

を乗じて計算しております。

（四半期貸借対照表関係）

　　　　該当事項はありません。

（四半期損益計算書関係）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費用及び金額は次のとおりであります。

 
　前第３四半期累計期間
（自 平成27年２月１日
　　至 平成27年10月31日）

　当第３四半期累計期間
（自 平成28年２月１日
　　至 平成28年10月31日）

販売促進引当金繰入額 33,100千円 42,700千円

給与手当 903,992 1,007,108

雑給 1,338,357 1,597,480

水道光熱費 895,543 839,882

地代家賃 510,808 546,661

減価償却費 263,951 283,944

 

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は下記のとお

りであります。

 
前第３四半期累計期間
（自 平成27年２月１日
至 平成27年10月31日）

当第３四半期累計期間
（自 平成28年２月１日
至 平成28年10月31日）

現金及び預金勘定 871,786千円 732,263千円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金等 △67,000 △126,006

現金及び現金同等物 804,786 606,257
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（株主資本等関係）

Ⅰ　前第３四半期累計期間（自　平成27年２月１日　至　平成27年10月31日）

配当金支払額

 
 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年４月24日

定時株主総会
普通株式 16,226 20 平成27年１月31日 平成27年４月27日 利益剰余金

 

Ⅱ　当第３四半期累計期間（自　平成28年２月１日　至　平成28年10月31日）

配当金支払額

 
 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年４月27日

定時株主総会
普通株式 34,072 14 平成28年１月31日 平成28年４月28日 利益剰余金

 

（持分法損益等）

　該当事項はありません。

 

（企業結合等関係）

　該当事項はありません。

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第３四半期累計期間（自　平成27年２月１日　至　平成27年10月31日）

　当社は飲食事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

 

Ⅱ　当第３四半期累計期間（自　平成28年２月１日　至　平成28年10月31日）

　当社は飲食事業以外の重要なセグメントがないため、記載を省略しております。
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期累計期間
（自　平成27年２月１日
至　平成27年10月31日）

当第３四半期累計期間
（自　平成28年２月１日
至　平成28年10月31日）

１株当たり四半期純利益金額 89円15銭 62円93銭

（算定上の基礎）   

四半期純利益金額 216,972 153,158

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益金額（千円） 216,972 153,158

普通株式の期中平均株式数（株） 2,433,842 2,433,777

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前事業年度末から重要な変動があったものの

概要

－ －

（注）１．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため、記載しておりません。

２．当社は、平成27年９月28日開催の取締役会決議に基づき、平成27年11月１日付で普通株式１株につき３株の株

式分割を行っております。そのため、前事業年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定して１株当たり四半

期純利益金額及び普通株式の期中平均株式数を算定しております。

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。

２【その他】

　該当事項はありません。

 

EDINET提出書類

株式会社丸千代山岡家(E03470)

四半期報告書

15/17



第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成28年12月15日

株式会社丸千代山岡家

取締役会　御中

 

清明監査法人

 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 島貫　幸治　　印

 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 中村　貴之　　印

 

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社丸千代

山岡家の平成28年２月１日から平成29年１月31日までの第24期事業年度の第３四半期会計期間（平成28年８月１日から平

成28年10月31日まで）及び第３四半期累計期間（平成28年２月１日から平成28年10月31日まで）に係る四半期財務諸表、

すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書、四半期キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを

行った。

 

四半期財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表を

作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適正に

表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表に対する結論

を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四

半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社丸千代山岡家の平成28年10月31日現在の財政状態並びに同日をもって

終了する第３四半期累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべ

ての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

 

　（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

       ２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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